	　貿易商社


平成19年まで受注は増加傾向にあったが、20年９月のリーマンショック以降の世界同時不況の影響を受け、21年には前年比で３割近く減少した。22年には成長するアジア市場における受注増などにより、回復に向かいつつあった。しかし、23年３月の東日本大震災により、一部の受注が中断され、再開の目処が立たないなど、現在は先行きが見えない状況ある。
業界の概要

日本標準産業分類には貿易商社という分類はないが、ここでは卸売業のうち、輸出取引、輸入取引、外国間取引（三国間貿易ともいう）といった貿易を行う事業者を貿易商社とする。貿易商社には、商品・事業ともに幅広く手がける大手の総合商社と、取扱分野を絞った中小規模の専門商社があるが、ここでは主に後者について取り扱う。
商社の役割は、商品を流通させる「商取引機能」を始め、与信・保証・融資といった「金融機能」、輸送・納入の手配を行う「物流機能」、海外情勢や国内企業の情報を収集・分析する「情報・調査機能」などがある。加えて貿易商社の場合は、貿易業務全般についての知識・ノウハウが必要となるほか、為替変動リスクやカントリーリスク、海外の取引相手に対する信用リスクといった、国内取引にはないリスクを負担している。
大阪の地位

既存の統計からは大阪の貿易商社の数を把握することができないため、大阪府内の卸売業の海外取引の状況からその特徴をみていく。経済産業省『平成19 年商業統計表 産業編（都道府県表）』で卸売業に属する事業所の年間商品販売額をみると、大阪府の卸売業の直接輸入額（国外からの仕入額）は4兆5,852億円で全国の11.3％、直接輸出額（国外への販売額） は2兆7,608億円で13.5％を占めている。大阪府の取引額は、輸出入ともに全国の７割を占める東京都に次ぎ第２位の規模である。

直接輸入で取引額が大きいのは、生産財、資本財、消費財の３財にわたる商品を扱う「各種商品卸売業」、電気機械器具や一般機械器具を扱う「機械器具卸売業」、繊維や衣服を扱う「繊維・衣服等卸売業」である。また全国に占める割合では「繊維・衣服等卸売業」が全国トップの31.9％のほか、「機械器具卸売業」が17.5％と高い水準にある。
直接輸出で取引額が大きいのは、「各種商品卸売業、機械器具卸売業」、化学製品や建築材料を扱う「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」である。また全国に占める割合では、「繊維・衣服等卸売業」が全国トップの66.1％を占めており、「その他卸売業」が26.1％を占めている。
　受注は対アジア貿易を中心に回復に向かう

　大阪税関の近畿圏貿易概況で近畿圏の輸出入額の推移をみると、19年まではいずれも増加傾向にあったが、20年９月のリーマンショック以降の世界同時不況の影響から、動きが鈍りはじめ、21年は、前年比で輸出額は27.8％減、輸入額は28.1％減と大きく落ち込んだが、22年にはそれぞれ19.9％増、15.9％増と回復に向かっている。地域別では対アジアの受注が輸出、輸入ともに増加している。
　急激な円高やアジアでのコスト高が収益を圧迫
　対ドル相場は、22年４月に１ドル94.2円から10月には80.7円に急激に円高が進み、23年２月においても81.7円と高止まりしている。同様に対ユーロ相場も4月は124.5円から12月には107.9円まで円高が進み、23年2月には112.1円と少し戻したものの引き続き円高となっている。こうした円高の影響から、電気部品や自動車部品などの輸出品を扱う貿易商社では、取引先の受注減少や海外移転の結果、受注が減少しているケースがみられた。また取引を維持するため、自らの利益を圧縮することで、円高による価格上昇を抑えるケースもみられた。
一方、輸入では円高は有利にはたらき収益は改善している。しかし、中国などアジア各国が経済成長したことで、現地の人件費や材料費が高騰し、仕入価格を上昇させたため、最も伸びているアジアからの輸入では円高の効果は相殺されている。
　アジアなど途上国・新興国の需要に期待

　業界では、世界同時不況の影響や人口減少による市場縮小、円高による輸出品の競争力低下など、明るい材料が乏しい国内に対し、中国、ＡＳＥＡＮ諸国、ロシア、中東などの需要が旺盛で今後の成長も予測される途上国・新興国市場への期待が大きい。例えば、現地生産化が進んでいる電機産業向けの部品を扱う商社では、海外で調達した商品を別の国に販売する三国間貿易が増えており、世界同時不況の影響を受けることなく順調に事業は拡大していた。また世界中に生産拠点が拡大している自動車産業に向けに部品を販売する商社では、最近、ＵＡＥ（アラブ首長国連邦）を経由して中東、アフリカへの輸出が増加している。中東やアフリカは、商習慣の違いや不安定な政情など、カントリーリスクが高いため、日本の商社が直接取引するにはリスクが高い。そのため、これらの地域への中継貿易拠点となっているＵＡＥを経由することでリスクの軽減が図られている。
　採用は持ち直している
　貿易商社は、海外市場や商品の知識、貿易のノウハウなどを有する人材が最も重要な資源であるため、各社ともに人材の採用育成には力を入れている。21年は、受注の大幅減少の影響から雇用調整を行うなど、採用に消極的であったが、22年には新規採用を再開するなど、積極的に採用する動きがみられた。
　人材としては、日本への留学生など海外人材を望む企業もある。ここ数年、留学生からの募集があったが、今年になり大手企業が積極的に留学生の採用をはじめたため、中小の貿易商社が留学生を採用することが難しくなっている。
　輸出入に関する協定締結が望まれる
日本は23年1月現在でＡＳＥＡＮ諸国やメキシコなど11の国・地域とＥＰＡ（経済連携協定）を締結しており、新たにインド、ペルーとの契約に向け最終調整に入っている。締結により両国間で９割以上の関税が撤廃されるため、貿易が促進すると期待されている。しかし、競合品を多く持つ韓国は既に米国やＥＵなど先進国ともＦＴＡ（自由貿易協定）を締結しており、競争力を高めている。繊維・衣類を扱う貿易商社へのインタビューでは、商品品質に差があるため、直ちにシェアを奪われることはないが、欧米の取引先から低価格化の要請が厳しくなるなど影響が出ていると指摘している。そのため業界では、速やかな輸出入に関する協定締結が望まれている。
　東日本大震災の影響で先行きが不透明に
　22年度に前年度の落ち込みを回復し、次年度さらに事業拡大を計画する企業が多かったが、今回の震災により大幅な計画変更を余儀なくされている。震災後、受注のキャンセルや商談の打ち切りが相次ぎ、４月以降の計画を大幅に変更するケースが数例みられた。また事業計画を見直すにしても、取引先の状況など全容が把握できないため、検討すらできない状況にある。また、再興までの期間が長期化することで、代替品を海外に求める企業が増え、国内産業の空洞化が一気に進むことで、輸出の受注減少を懸念する企業も多い。
　今後の見通し

　国内需要が低迷するなか、中国をはじめとするアジアなど途上国・新興国を市場に持つ企業では、海外事業の拡大に期待が持てる。しかしながら、東日本大震災によって、受注のキャンセルなど既存取引が中断する企業が出てきている。今後の再興にも目処が立っていないため、多くの企業では今後しばらくは大きな不安材料を抱えたままの事業運営を余儀なくされる。そのため業界全体としても、先行きの見えない厳しい状況が続くものとみられる。
（越村惣次郎）
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